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　　　　　　　　【問題 の 所在と目的】

　本研究は、施設職員が主体的に撼共サービス を改善、

拡大するた め に、1997年に開始した 幟 田他，2001）。

  行動問題への 対処は環境との 関係陛を改善、  援助目

標は 正 の強化 で維持され る行動の選択肢の拡大、  報

告 ・要請を前提 とする、とい うミッ シ ョ ン に基づ く援助

行動 の 検討 ・実施 に着手 して きた。

　織田 ら （織田他， 2003）は 、 組織的に援助行動を継続 ・

拡大する条件として、ミソ シ ョ ン の提示
・具体的実践方

法 の 提示 ・報告期限の 設定を明示 し、そ の 条件下におけ

る施設職員め援助行動を検証 し蔦 そ の 結果、施設職員

が、望ま しい 援助行動を継続 ・拡大する条件として、ミ

ソ シ ョ ン の 提示 と主体的な報告期限の 設定を提唱 した。

　当実践は、こ の 研究結果を踏まえ、2003年度の 実践内

容を中心に その 経過 につ い て報告する。

　　　　　　　　　　 【方法】
　　　　表 1　対象者 （施設職員）へ の 条件設定

     

1期 無 有 無

．2期 有 有 有

3期 有 無 有

4期 有 無 自

なかっ た 3期以降は、共有 ミッ シ ョ ン に基 づ く実践方法

の 提案が さらに増加 し、実践頻度も継続傾向が認め られ

た （図 ユ ・2）。 自ら報告期限を設定 した 4 期は 、本研

究 の 中心的な対象者以外 の 生活棟 の 利用者に対す る実践

方法の提案が増加 し、実践も開始 された （図 1 ・2）。
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図 1 本研究の共有ミッ シ ョ ン に基づ く実践方法の 提案件数
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　当施設の 施設職員で、本研究に 途中か ら自発的 に参加

した施設職員に 対 し、  ミ ソ シ ョ ン の 提示  具体的実践

方法の提 示   報告期限 の設定を行な っ た。 1 期で は具体

的実践方法 の 提示の み とし、2 期で は、全 て の 条件設定

を行っ た。 3期か らは、具体的実践方法を提示 せず、本

人 に検討させ た。実践結果の 報告機会 は、2期と3期に

は設定 したが、4 期か らは本人 が設定 した。

　当実践で は、施設職員の 共有ミ ッ シ ョ ン に基づ く実践

方法の提案件数と共有ミ ソ シ ョ ン に 基づ く実践の頻度を

施設職員 の 望 ま し い 援助行動 の 指標 と し、調査を行 っ た。

　　　　　　　　　　 【結果】

　 1期は、本研究の 共有 ミッ シ ョ ン に基づ く実践方法 の

提案が ほ とん どなか っ たが、示 された具体的実践方法 の

手続 きは実施 され た （図 1 ・2 ）。本研究の 共有ミ ッ シ

ョ ン を提 示 した 2期 以 降 は、共 有 ミッ シ ョ ン に基 づ い た

具体的実践方法 の 提案が なされ るように なり、報告期限

の設定、コ ミュ ニ ケーシ ョ ン方法の改善 （織田他，2001）、

行動分析学の 勉強なども進められ、実践方法 の 提案 ・実

施が さらに増加した （図 1 ・2 ）。具体的実践方法を示

した場合は、どの 時期も示され た実践方法が実施された

が、そ の頻度は、実践結果の 報告期限が設定 された時期

に増加す る傾 向が あっ た。一方、具体的実践方法を示 さ
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　　 図2　本研究の共有ミッシ ョ ン に基づく難 魏 瘻渡

　　　　　　　　　　 【考察】

　当報告 で は、共有 ミ ッ シ ョ ン に基づ い て 自主的 に検討

させ、報告期限を設定 した 3 期以降に、援助行動 の 向上 ・

拡大が認め られた。 また、自ら報告期限を設定 した 4 期

には、本研究 の 中心的な文像 者以外に実践 が拡大した。

こ れらの 結果か ら、ミ ソシ ョ ン の 提示 と主体的な報告期

限の 設定が、施設職員の 望ま しい 援助行動の 継続 ・拡大 ・

向上に必要な条件とい えよう。 また、現揚職員の 実践内

容の提案 ・報告に対する社会的強化が重要とい えよう。

しか し、当報告は、本研究に 自発的に参加 した施設職員

の 援助行動を と りあげた もの で 、全 て の 施設職員 に 当該

の 条件設定が有効とは い えない
。 今後は、実践報告 を組

織的に充実させ て い くこ とや 日常的なコ ミュ ニ ケ
ーシ ョ

ン 経路の 確立など本研究を組織全体に適用 し得 る方法 の

整備を行い 、本研究の 効果を検証する必要があろう。そ

して、本研究を組織全体に拡大 し、望ま しい 援助行動が

組織内外か ら強化 される環境設定が望まれ る。
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